
 

 

現下の経済・財政状況等を踏まえ、持続的な経済社会の活性化を実現する等の観点

から、法人関係税制、中小企業関係税制、金融・証券税制、土地・住宅税制等につい

て適切な措置を講ずる。また、民間が担う公益活動を推進する観点から、公益法人制

度改革に対応する税制措置を講ずるとともに寄附税制の見直しを行う。併せて、地域

間の財政力格差の縮小の観点から所要の措置を講ずる。具体的には、次のとおり。 
 
 

 

（１）研究開発税制・情報基盤強化税制 

 ○ 研究開発税制について、投資のインセンティブをより高める観点から、試験研

究費の総額に係る税額控除（法人税額の 20％を限度）に追加して、試験研究費の

増加額に係る税額控除と売上高に占める割合が 10％を超える試験研究費に係る税

額控除とを選択適用できる制度を創設（法人税額の 10％を限度）。 

 ○ 情報基盤強化税制について、対象となるソフトウェアの範囲を拡大。また、大

企業については対象となる投資額に上限を設ける一方、中小企業の情報基盤への

投資を促進するため、中小企業については投資下限額を 70 万円に引下げ（現行 300

万円）。 

 

（２）中小企業・ベンチャー支援 

 ○ 教育訓練費が増加した場合の特別税額控除の特例について、中小企業の人材育

成に資する観点から、対象を中小企業に集中するとともに、中小企業が利用しや

すいよう、労働費用に占める教育訓練費の割合が 0.15％以上の場合に、教育訓練

費の総額の一定割合を税額控除できる制度に改組。 

 ○ 起業期のベンチャー企業に対する資金を広く呼び込むため、エンジェル税制を

大幅に拡充し、設立３年目までの一定の特定中小会社に出資した場合に寄附金控

除の適用を認める制度を創設（1,000 万円を限度）。 

 

（３）事業承継税制 

 ○ 中小企業の事業承継の円滑化に資するため、取引相場のない株式等に係る相続

税の納税猶予制度（相続等により取得した一定の議決権株式等に係る課税価格の

80％に対応する相続税の納税を猶予）を創設（21 年度税制改正で対応し、「経営承

継円滑化法（仮称）」施行日（平成 20 年 10 月１日を予定）以後の相続等に遡って

適用）。 
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（４）トン数標準税制 

 ○ 安定的な国際海上輸送を確保する観点から、日本籍船等の計画的増加を図るた

め、日本籍船に係るみなし利益課税（いわゆるトン数標準税制）を創設。 

 

（５）減価償却制度 

 ○ 項目数の多い機械・装置を中心に資産区分を整理するとともに、使用実態を踏

まえ、法定耐用年数を見直し。併せて、耐用年数の短縮特例制度について、承認

申請の事務負担に配慮し、手続を簡素化。 
 
 

 

○ 公益社団・財団法人について、公益目的事業から生じる所得を非課税とすると

ともに、全ての公益社団・財団法人を寄附優遇の対象となる特定公益増進法人と

する。併せて、公益目的事業の実施のために使用される収益事業からの繰入れに

ついては、全額の損金算入を容認。 

○ 特定公益増進法人等に対する寄附金の損金算入限度額を、昭和 36 年以来初めて

大幅に拡大（所得基準を所得金額の５％に引上げ（現行 2.5％））。 

○ 認定ＮＰＯ法人制度について、認定要件を緩和。また、認定の有効期間を５年

に延長する（現行２年）等、申請手続の負担を軽減。 

 

 

○ 地域間の税源偏在の是正に対応するため、暫定措置として、法人事業税の一部

を分離し、地方法人特別税及び地方法人特別譲与税を創設。 

○ 農林水産業と商工業の連携等を図り、地域の活力を引き出す事業活動を行う者

の取組みを支援するための税制上の措置を整備（「中小農商工連携促進法」（仮称）

の制定に伴う中小企業等基盤強化税制の拡充等）。 

 

 

 ○ 金融所得の一体化に向け、上場株式等の譲渡益・配当に係る７％（住民税とあ

わせて 10％）軽減税率を平成 20 年末をもって廃止（平成 21 年以降 15％（住民税

とあわせて 20％））。その際、円滑に新制度へ移行する観点から、特例措置として、

平成 21 年及び平成 22 年の２年間、500 万円以下の譲渡益及び 100 万円以下の配当

について７％（住民税とあわせて 10％）の税率を適用。 

○ 個人投資家の株式投資リスクを軽減するため、平成 21 年より、上場株式等の譲

渡損失と配当との間の損益通算の仕組みを導入。 
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 ○ 住宅の省エネ改修促進税制（住宅ローン控除制度の特例）を創設。 

 ○ 新築の長期優良住宅（「200 年住宅」）に係る登録免許税の軽減制度を創設。 

   ・所有権の保存登記：1/1000（本則 4/1000） 

   ・所有権の移転登記：1/1000（本則 20/1000） 

○ 土地の売買に係る登録免許税（本則 20/1000）について、以下の通り３年間軽減

税率を適用。 

  ・平成 21 年３月 31 日まで：10/1000  ・平成 23 年３月 31 日まで：15/1000 

  ・平成 22 年３月 31 日まで：13/1000 

 

 

 ○ 「道路特定財源の見直しについて」（平成 19 年 12 月７日 政府・与党合意）に

沿って、揮発油税、地方道路税、自動車重量税の税率の特例措置の適用期限を 10

年延長。 

 
 

 

 ○ 納税者利便の向上を図るため、将来行う予定の取引を事前照会の範囲へ追加す

る等、事前照会に対する文書回答手続を改善。 

 ○ 電子申告において、添付を省略できる書類の範囲を拡大。 

 ○ 課税の適正化を図る観点から、外国為替証拠金取引（ＦＸ取引）等に関する資

料情報制度を整備。 

 

 

道路特定財源 

円滑・適正な納税のための環境整備 

土地・住宅税制 



（別表）

(単位：億円）

1 法人関係税制等

(1) 研究開発税制の拡充 △ 430 △ 330

(2) 情報基盤強化税制の見直し 　 230 　 230

( うち中小企業分 ） （ △ 50 ） （ △ 40 ）

(3) 教育訓練費に係る特別税額控除制度の見直し 　 110 　 100

(4) △ 20 △ 20

計 △ 110 △ 20

2 金融・証券税制 　 　

上場株式等に係る配当等の７％軽減税率の廃止 　 3,090 （注1） 　 －

3 土地・住宅税制 　 　

(1)
　

770 （注2） 　 －

(2) 住宅の省エネ改修促進税制の創設 △ 20 （注3） 　 0

計 　 750 　 0

4 寄附税制 　 　

△ 10 △ 10

5 その他 　 　

(1) 社会医療法人に係る税制措置の創設 △ 60 　 0

(2) △ 70 　 0

(3) その他 　 10 △ 10

計 △ 120 △ 10

　 3,600 △ 40

（注１） 上場株式等に係る配当等の７％軽減税率の廃止に係る平年度増収見込額は、特例措置終了後（平成23年）の制
度による。

（注２） 土地の売買による所有権の移転登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置の見直し（平成20年度 10/1000、
平成21年度 13／1000、平成22年度 15／1000）に係る平年度増収見込額は、税率 15/1000による。

（注３） 住宅の省エネ改修促進税制の創設に係る平年度減収見込額は、控除が行われる期間全体にわたる減収見込額
の合計額を計上している。

合　　　　　　　計

農林水産業と商工業との連携等を促進するための税
制措置の創設等

特定公益増進法人等に係る寄附金の損金算入限度額
の引上げ

土地の売買による所有権の移転登記等に対する登録
免許税の税率の軽減措置の見直し

平成20年度の税制改正（内国税関係）による一般会計税収の増減収見込額

初   年   度

外航海運事業者の日本籍船による収入金額の課税の
特例の創設

改          正          事          項
(20年度増減収見込額)

平  年  度


